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Ⅰ 概要 

１ はじめに 

  地方公共団体の会計制度は、明治時代から現在に到るまで、みなさんの家の家計簿

と同じく、現金の動きのみを捉える単式簿記による会計処理を行っています。この現

金の動きのみを捉える単式簿記は、予算の適正な執行管理を行う上では優れた会計制

度であり、地方公共団体の会計処理には適しているといえます。 

  しかし、この現金の動きのみを捉えた単式簿記は、現時点までに積上げられた資産

や負債の残高が把握できないほか、現金の動きを伴わないコストについては把握でき

ないといった課題も多くあります。 

現在、全ての地方公共団体では、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基

づき、健全化判断比率という財政指標を公表していますので、地方公共団体の債務が

各団体の財政運営に与える影響がわかるようになっていますが、特別会計や関連団体

も含めた債務の総額は、簡単には把握できない状況にあります。 

そのような中、平成１８年８月に総務省より示された「地方公共団体における行政

改革の更なる推進のための指針」に基づき、地方公共団体も民間企業などで用いられ

る複式簿記による貸借対照表などの財務書類４表の作成・公表が求められています。

この財務書類４表により、木津川市の今までに築いた資産・負債の総額や、減価償却

費なども含めた行政コストが把握できるようになっています。 

 

２ 財務書類４表とは 

   財務書類４表とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支

計算書の４つの財務書類のことをいいます（それぞれの内容は後に説明します）。 

 

 ３ 留意事項 

   国は、より民間企業的な「基準モデル」と、地方財政状況調査データの活用により

比較的簡易に作成が可能な「総務省方式改訂モデル」という２つの作成方法を示して

おり、木津川市では「総務省方式改訂モデル」を採用しています。 

これは、基準モデルを採用した場合には、暫定的に簡易な作成が認められているも

のの、財務会計システムの改修など、初期投資費用が必要となることが主な理由です。 

   総務省方式改訂モデルでの作成にあっては、資産について当初は昭和４４年度以降

の地方財政状況調査の積上げにより計上し、その後、段階的に資産評価を行い、実評

価額に置き換えていくことが認められています。このことは、比較的簡易に財務書類

４表が作成できるという点では優れています。しかし、資産は昭和４３年度以前にも

取得していることや、現金主義である地方財政状況調査の積上げでは、寄附などによ

り得た資産額が把握できないなど、実際に木津川市が所有している資産額と整合しな

いなどの課題も残されています。 

今後、国や他の地方公共団体の動向も踏まえながら、段階的により精度の高いもの

にしていく必要があります。 

 

 

 

- 1 - 



Ⅱ 木津川市の財務書類４表（平成２２年度決算） 

 １ 普通会計ベースと連結ベース 

   普通会計とは、地方公共団体間での財政状況の比較を可能にするための統計上の 

会計のことで、木津川市では一般会計と同一となります。普通会計ベースでの財務  

書類により、木津川市の主なサービスについてのコストなどが判断できるほか、同一

の会計を基に作成されることから、団体間比較などで役立つと考えられます。 

   一方、木津川市には国民健康保険や下水道などの各特別会計、山城病院組合や相楽

中部消防組合など関連する団体も多くあります。これらの各会計を全て連結して財務

書類を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体としての資産・債務の状況も

みることができます。 

   なお、連結に際して、普通会計から連結対象となる各会計への出資金・繰出金など

については、連結内での内部取引として相殺消去しています。 

   （注意）連結に係る主な注意事項 

①一部事務組合などの連結においては、構成団体間の負担金割合等により按分しています。 

       ②連結対象団体間で会計基準が異なるため、各会計における会計基準をできる限り優先し、 

一部について本制度になじむよう調整しています。 

         

木津川市公園都市緑化協会

木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

木津川市ボランティア基金

※　財産区関連の木津川市の各特別会計及び加茂笠置組合は連結の対象外です。

学研都市京都土地開発公社

後期高齢者医療特別会計

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合介護保険特別会計

京都府後期高齢者医療広域連合

京都府自治会館管理組合

国民健康保険山城病院組合

公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

その他

国民健康保険特別会計 相楽中部消防組合

老人保健特別会計 相楽郡広域事務組合　

作成対象となる会計一覧

京都地方税機構

水道事業会計

相楽郡西部塵埃処理組合
一般会計

京都府市町村職員退職手当組合

特別会計 京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

市全体 一部事務組合・広域連合

普通会計ベース

連結ベース

 

 

 ２ 貸借対照表とは 

   貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）

を表の左側に、その財産をどのような財源（負債・純資産）で取得してきたかを表の

右側に表示した一覧表です。また、貸借対照表の資産合計額（左側）と負債・純資産

合計額（右側）が一致しており、左右のバランスが取れている表であることから、   

バランスシートとも呼ばれます。 

   資産には自治体が住民サービスを提供するために使用する施設や、将来、自治体に

入ってくるお金となるもの（売却可能資産や未収入金）が含まれます。 

一方、負債には将来償還していく義務のある地方債などが含まれるため、将来世代

が負担する金額と言えます。 

純資産は資産と負債の差額のことで、現在までの世代が負担した金額と言えます。 

   （注意） 貸借対照表に示す売却可能資産額は、総務省方式改定モデルの指針に従い、普通財産など

の土地を計上したものであり、実際に売却が可能と判断しているものではありません。 
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 ３ 行政コスト計算書とは 

   行政コスト計算書とは、１年間の行政活動のうち、福祉サービスなどのように資産

の形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）とその行政サー

ビスの対価として得られた受益者負担などの財源（経常収益）を対比させた表です。 

   経常行政コストと経常収益の差額である純経常行政コストは、地方税や地方交付税

といった一般財源や資産の売却益などで賄わなければならないコストを示します。 

   行政コスト計算書は、例えば木津川市の行政サービスの提供に伴う受益者負担（使

用料など）が適正かどうかなど、行政サービスを見直す資料としても活用できます。 

 

 ４ 純資産変動計算書とは 

   純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産がこの１年間でどのように変動したか

を示す財務書類で、現在までの世代が負担してきた金額の増減がわかります。 

   また、経常的なコストに対して受益者負担以外の経常的な財源がどの程度使われて

いるかを知ることができます。 

   木津川市の普通会計の純資産変動計算書では、純資産合計の内訳の中で「公共資産

等整備一般財源等（資産整備に使われた財源）」が増加していることから、資産の形成

ができていることがわかります。なお、その他一般財源とは翌年度以降自由に使える

お金のことです。 

 

 ５ 資金収支計算書とは 

   資金収支計算書とは、民間企業におけるキャッシュ・フロー計算書にあたるもので、

歳計現金の動きを経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部の

３つに分けて表した財務書類です。これら３つは、経常的収支の部で生じた黒字で、

他の２つの部の赤字を補てんするという関係にあります。 

期末資金残高は、貸借対照表の歳計現金の額と一致します。 

 

 ６ 財務書類４表の相関図 

   財務書類４表は、以下のとおりそれぞれ関係します。 

 

    

純資産変動計算書

　　　期首資金残高

　　　　　　（純経常行政コストを含む）

資金収支計算書

　　　期首資金残高

　　　　±　当期収支

貸借対照表

負債

　　　期末純資産残高

　　　　±　当期増減

行政コスト計算書

　　　経常行政コスト

　　　　－　経常収益

　　　純経常行政コスト

資産

　・・・

　・・・

　・・・

　歳計現金

　　　期末資金残高

　・・・

純資産

 
    ※       は数値の一致する箇所です（純経常行政コストは正負が逆となります）。 
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Ⅲ 主な分析と財政指標 

 

１ 財務書類４表による分析 

 

【分析】 

    木津川市の財務書類４表の年度間の増減から、以下のことがわかります。なお、

木津川市では普通会計は一般会計と同じです。 

 

①  普通会計の貸借対照表では、資産の部で９５９，０５１千円の増加、負債の部で 

は負債が７０，０６０千円の減少、純資産が１，０２９，１１１千円の増加となりま

した。資産の増加の主な要因は、各基金（財政調整基金・減債基金・清掃センター建

設整備基金、土地開発基金）への積立金が増えたことや、木津南中学校の開校に向け

た準備に必要な備品の購入、加茂学校給食センターの建設によるものです。 

連結後の貸借対照表では、資産の部で１，１５７，３６７千円の増加、負債の部で 

   は負債が６７９，０６７千円の減少、純資産が１，８３６，４３４千円の増加となり

ました。普通会計以外では、新たな地方債の発行額が減ったことなどにより、負債が

減少しました。 

 

② 普通会計の行政コスト計算書では、経常費用が３９１，５５０千円の増加、経常収 

益が８０，２９８千円の増加となり、純経常行政コストが差引３１１，２５２千円の

増加となりました。主な増加要因は、子ども手当の支給によるものです。 

    連結後の行政コスト計算書では、経常費用が１，４２５，９９５千円の増加、経常 

収益が７５４，６５０千円の増加となり、純経常行政コストが差引６７１，３４５千 

円の増加となりました。 

普通会計以外では、府後期高齢者医療広域連合において、経常費用で社会保障関係

の費用が増加しました。 

 

③ 普通会計の資金収支計算書では、期末資金残高が３１，７１８千円増加しました。 

主な増加要因は、歳入で地方交付税の増額や地方債の発行により、普通会計全体の収

支が黒字になったことによるものです。 

 連結後の資金収支計算書では、期末資金残高が３８５，０４５千円減少しました。 

普通会計以外では、公共施設の整備や地方債の償還により、会計全体の収支が赤字 

になったことによるものです。 

 

 

    以上のように、普通会計では基金や公共施設などの資産が増加しましたが、将来

の世代が返済する地方債残高も増加しました。また、普通交付税の増額などにより

資金が増加したことがわかります。 

    一方、連結後では社会保障関係の経常的な支出が増加したことや、資産の形成や

地方債の償還に伴い、資金が減少することとなりました。 
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２ 市民１人当たりの財務書類４表による分析 

   ※住民１人当たりの財務書類は、各財務書類を平成２３年３月３１日現在の木津川市の人口である 

７０，７８８人で除したものです。 

 

   【分析】 

     次に、市民１人当たりでの年度間の増減を見ていきます。各財務書類からは、

次のことがわかります。（ ）内の金額は前年度からの増減額です。 

 

① 普通会計の市民１人当たりの貸借対照表では、資産の部で資産が約１８２万円 

（△１万円）、負債の部で負債が約５０万円（△１万円）、純資産が約１３２万円（同

額）となっています。 

  連結後では、資産の部で資産が約２９６万円（△３万円）、負債の部で負債が約  

８３万円（△２万円）、純資産が約２１３万円（△１万円）となっています。 

 ※貸借対照表における負債額と、各決算での地方債残高や翌年度以降支出予定債務負担行為額として

公表した数値とのズレは、退職手当引当金や賞与引当金等が本財務書類に含まれていることによる

ものです。 

 

 

② 普通会計の市民１人当たりの行政コスト計算書では、経常費用で約２９万円（同額）、

経常収益で約２万円（同額）、純経常行政コストで約２７万円（同額）となっていま

す。 

 連結後では、経常費用で約６２万円（＋２万円）、経常収益で約２８万円（＋１万

円）、純経常行政コストで約３４万円（＋１万円）となっています。 

行政コスト計算書では、類似団体間で比較することで、木津川市の行政サービスに

かかるコストや料金の状況を把握し、行財政改革の資料とすることができます。 

 

   

③ 普通会計の市民１人当たりの資金収支計算書では、人口増加や一部事務組合など他

の会計の按分率が変化したことで、前年度期末と今年度期首の金額が合いませんが、

期末資金残高が約１千円増加しました。 

連結後では、年度間の収支では５千円減少しました。 

※基金への積立等もありますので、資金収支計算書の資金残高のみでの判断はできませんが、   

各会計の基金残高の状況も踏まえれば、財政的には依然として厳しい状況にあると考えます。 

 

 

   木津川市は、財務書類の年度間による比較では、前年度に比べて大きい金額で増減

していました。しかし、人口もこの１年度間で大きく増加しているため、住民１人当

たりの金額で見た場合は、前年度とあまり変わらないことがわかります。 

   内容を見ると、厳しい財政状況の中で前年度と同水準の財政運営ができている一方、

増加傾向にある経常的な出費を抑える努力が今後も必要となります。 
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